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大の被災地となったインドネシア・アチェ州は、自然災害の大きさだけでなく、被災地が紛争地だったことから、救援復興活動には困難が予想され 。しかし、被災から四年半が経過した現在、三〇年間続いた紛争は和平に向かい、復興事業の中心と目された住宅再建事業 目標の一二万戸の建設を達成した。多様な救援復興事業を調整していたアチェ ・ ニアス復興再建庁（ＢＲＲ）は解散し、 「津波からの復興」に区切りがつけられようと ている。
　津波とその後の大規模な救援復興活動は




年スマトラ沖大地震は、Ｍ９ ・ ３と百年に一度の規模であったことに加え、スマトラ島沿岸部で高さ一〇ｍに達する大津波を引き起こし、インド洋沿岸諸国に死者・行方不明者二二万人に達する未曾有の被害をもたらした。海 のリゾート地に滞在していた欧米や日本の観光客も被災し、津波 映像がテレビ・ニュースで繰り返し配信されたこともあって、世界中 高い関心を集め「史上最大の作戦」と銘打たれた大規模な救援復興活動が開始された。
　スマトラ島の北西端にあって震源に最も





の分離独立を主張する自由アチェ運動（ＧＡＭ）が一九七六年から独立運動を展開していた。ＧＡＭはアチェ住民の広範な支持を得ていたわけではなく、当初インドネシア政府は地方分権の強化などによりアチェに部分的な自治を与え、インドネシア国家に位置づけることで対応を試み きた。しかし、ＧＡＭと治安当局の軍事衝突は収まらず、二〇〇三年にインドネシア政府はアチェ州全域に軍事非常事態を宣言し、ＧＡＭ掃討のため インドネシア国軍主導の統合作戦を実施した。アチェ州への外国人の立ち入りは制限され アチェ紛争に関心を寄せる多くの人道支援団体が現地での活動を断念せざるを得なかっ
　紛争の要素を考えるなら、被災前のア
チェ州は次のような問題を抱えていた。第一に、アチェ住民と外部世界とを結ぶ経路が国軍とＧＡＭに管理されていた。外国人の入域制限や情報統制が行われる中で ア





























アチェ ・ ニアス復興再建庁 （ＢＲＲ）
　津波は紛争によって閉ざされていたア






の対応は大きく分けて三点挙げられる。第一に、自前の輸送経路の確保である。被災地に近いシンガポールやマレーシアは、本国の空港から直接被災地の空港に支援物資を空輸した。インドネシア国軍が管理していない空港を利用したり、 国際移住機構 （ＩＯＭ）が組織 大輸送団に物資 輸送を委託したりすることも行われた。
　第二に、個々の支援団体や機関が持って
いる情報を集め、公開 て共有した。ＵＮＯＣＨＡなどの支援により人道支援のメディア・センターが設置され、各支援団体から寄せられた情報を集約 と に、インターネットを通じて世界に公開した。
　第三に、 「紛争地」を支援対象としない
態度をとった。人道支援団体の多くは、治安が確保できない地域には援助 行わず、治安が確 た被災地を の対象とする姿勢を取った。こうした姿勢は、結果的に、紛争を止めなければ復興や開発が進まないというメッセージを紛争の当事者に与えることになった。
　アチェの復興支援事業を考える上で、さ
まざまな団体による復興・再建活動の調整を行ったＢＲＲは重要な役割を担った。
　二〇〇五年三月二八日にニアス沖地震（Ｍ８ ・ ６）が発生し、この地震の被害とあわせて復興・再建を管轄す 機関としてＢＲＲがバンダアチェに設置された。大統領直属の特務機関であり、透明性・迅速性の
確保や情報共有を通じた支援の調整を任務とした。ＢＲＲの調整下に、住宅再建や道路・橋梁・港湾修復、生計支援やトラウマケアといっ 各種の復興支援事業が進められ、世界各地から多額 資金と人員がアチェに入ってきた。
　外国からの支援団体やジャーナリストに












た背景として、津波がＧＡＭの勢力をそぎ、勝ち目がないと考えたＧＡＭ 和平交渉に応じた めとの指摘がある 、ここでは紛争のかた の構造的な変化を指摘したい。
　アチェでは国軍とＧＡＭという二つの軍
事勢力がアチェと外部世界との経路を独占的に管理し、アチェを囲い込むかたちで紛争が進行した。 別の言い方をすれば、 アチェが「紛争地」となることによって、治安確保の担い手を自認するそれぞれの軍事勢力が影響力を行使して物流経路を掌握する構造になっていた。人道支援活動が自然災害に対するも として行われ ため、政治的立場や文化的立場にとらわれずに様々な団体がアチェでの活動を開始することができた。津波 より大規模かつ多様な人道支援活動が実施され、国軍とＧＡＭによるアチェの「囲い込み」が解かれ、 支える構造が変化した。
　ＧＡＭは被災からほどなく二〇〇四年























とっての「ボランティ 元年」となったことである。インドネシア全国から集まったレラワンが取り組んだ作業には、遺体の収容のような重い作業も含まれていた。かつてインドネシアの人々が身を投じたイネシア独立戦争 どの政治運動にではなく、自然災害の被災地にボランティアとし 赴く行為が社会現象 なったことは、インドネシアの市民社会にとってあらたな連携の可能性を示唆するも である。
　第二に、ＢＲＲが一定の成功を収めたこ
とである。特務チームに権限を与え、情報を集約させ、一般官公庁がしない調整を行わせる いう方法で、災害という非常事態に対応した。従来インドネシアでは国軍が非常事態に対応してきたことを考えると、ＢＲＲの経験は、軍によらず非常事態 対応した経験として、インド にとっ大きな意味を持つものだったといえる。
　第三に、ＧＡＭとインドネシア政府の和
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